平成17年度事業の実施状況
　　（平成17年度第二回委員会で議論した内容とその実施結果）
１）デジタル放送を含む字幕放送、解説放送、手話放送など障害者に関わる放送に関する要望事項をまとめ、関係機関に働きかける。

［実施結果］

・平成１７年９月１日付で障害者に配慮した新たな放送の指針の策定について要望書を会長名で総務大臣宛提出した

・総務省情報通信政策局と2回懇談会をもった。

２）障害者に関わる放送・通信のモニタリングについての調査・研究

　この問題に関するセミナーを開催する。

［実施結果］

　平成18年2月28日に国内外から５名の講師を招待し、放送における新技術へのアクセスおよび放送における障害者の描写に関するセミナーを開催し、多くの成果があった。
３）すべての障害者のための放送の普及のガイドライン作成

　同ガイドライン作成のための委員会設立を関係省庁に要望する。また、番組評価と放送局に気をつけてもらいたいことなどを記載したパンフレットを作成する。 

［実施結果］

　前半については、上記１）において総務省に対して要望した。後半については、未実施。
４）個人情報保護法の実施に伴い、障害者が困っている事例を収集する。

　聴覚障害者がFAXで返答をもらえないなど、障害者が情報利用をするうえで困る事例があることが報告され、その具体例を収集するため、会員に対しアンケート調査を行う。
［実施結果］

　アンケートを実施し、20団体から約７０の貴重な事例が寄せられた。 

５）積極的な番組作りに取り組んでいる機関を評価するような機会（たとえば、表彰など）を設けるなどについて、具体的な戦略を幹事会とも相談しながら企画を練る。
［実施結果］

　未実施。 
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